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平成31年４月

学校における
労働安全衛生管理体制の

整備のために（第３版）
～教職員が教育活動に専念できる適切な職場に向けて～
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労働安全衛生管理体制の未整備は法令違反。
学校の設置者は、法令上求められている体制整備を！

教職員が教育活動
に専念できる適切
な労働環境の確保

学 校 に お け る
労 働 安 全 衛 生
管理体制の整備

学校教育全体
の質の向上

（１）教職員50人以上の学校で選任・設置を要するもの

○少なくとも週１回学校を巡視し、設備、作業方法、衛生状態に有害のおそれがあるときは、
直ちに教職員の健康障害を防止するため必要な措置を講ずる。

＜職務の具体的事項の例＞
・健康に異常のある者の発見及び処置
・作業環境の衛生上の調査、作業条件・施設等の衛生上の改善
・衛生教育、健康相談その他労働者の健康保持に必要な事項　等

◆衛生管理者：衛生に係る技術的事項を管理する者
（衛生管理者免許取得者、「保健体育」の中学・高校教諭、養護教諭等から、原則その学校に
専属の者を選任）

○健康診断・面接指導の実施、作業環境の維持管理等の教職員の健康管理※2等を行う。
○教職員の健康確保のため必要があるときは、学校の設置者に対し、教職員の健康管理等
について必要な勧告を行うことができる。※3

○少なくとも月１回※４学校を巡視し、作業方法、衛生状態に有害のおそれがあるときは、
直ちに教職員の健康障害を防止するため必要な措置を講ずる。

※１ 全ての学校に必置となっている学校医に加えて、選任が必要。（学校医と兼任することも可能だが、厚
生労働大臣が定める研修修了する等の要件を備えた者である必要がある）

※２ 平成30年の労働安全衛生法等の改正により、産業医を選任した事業者（学校の設置者）は、産業医に対
し、労働者の労働時間や労働環境等、労働者の健康管理を適切に行うために必要な情報を提供しなけれ
ばならないこととされた。

※3 平成30年の労働安全衛生法等の改正により、学校の設置者が勧告を受けたときは、勧告の内容及び勧告
を踏まえて講じた措置の内容を、記録・保存するとともに、その内容を衛生委員会に報告しなければな
らないこととすること等とされた。

※4 学校の設置者から月1回以上、衛生管理者の巡視の結果等の所定の情報の提供を受け、学校の設置者から
同意を得ているときは、少なくとも２月に１回

◆産業医：産業医学の専門家として教職員の健康管理等を行う者
（医師のうち、厚生労働大臣が定める研修を修了した者等から選任※１）

学校において求められる労働安全衛生管理体制１
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（２）教職員10～49人の学校で選任を要するもの

（３）学校における面接指導体制の整備

＜調査審議事項の具体的な例＞
①教職員の健康障害防止、健康保持増進のための対策
②長時間にわたる労働による教職員の健康障害の防止対策
③教職員の精神的健康の保持増進を図るための対策　　　　等

◆衛生委員会：衛生に関する重要事項について調査審議する機関
（校長、衛生管理者、産業医等で構成）

○衛生管理者の選任を要する学校以外の学校のうち、教職員10人以上の学校では、衛生
推進者を選任し、衛生に係る業務を担当させなければならない。

＜職務の具体的事項の例＞
・施設、設備等の点検及び使用状況の確認
・作業環境、作業方法の点検
・健康診断及び健康の保持増進のための措置
・衛生教育に関すること 等

◆衛生推進者：衛生に係る業務を担当する者
（一定期間衛生の実務に従事した経験を有する者等から選任）

◆産業医の選任義務のない学校の教職員の健康管理について
○ 教育委員会等の学校の設置者は、産業医の選任義務のない教職員49人以下の学校にお
いても、教職員の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識を有する医師や保健師に
教職員の健康管理等の全部又は一部を行わせるように努めなければならない。
この場合、各校ごとに医師を選任するのではなく、教育委員会で産業医の要件を備えた

医師等を採用し、複数の公立学校の職員の健康管理を担当させる等の取組も有効である。

○以下の2つの場合、教職員の申出を受けて、遅滞なく医師による面接指導を行う必要が
あり、その体制整備※５が求められている。
・週40時間を超える労働時間が月80時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる場合※６

・心理的負担の程度が高く、面接指導を受ける必要があると、ストレスチェックを実施
した医師等が認めた場合

○上記に該当しない教職員でも、健康への配慮が必要な者については、面接指導等を行う
よう努める必要がある。

※５ なお、平成30年の労働安全衛生法等の改正により、新たに教職員の労働時間の状況をタイムカード等の
客観的な方法等で把握するとともに、週40時間を超える労働時間が月80時間を超えた労働者に対し、
当該超えた時間に関する情報を通知することが義務付けられた。

※６ 平成30年の労働安全衛生法等の改正により、長時間労働者への医師による面接指導の要件が変更された。
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（４）ストレスチェックの実施

既存の人材・組織の有効活用例
◆衛生管理者・衛生推進者／産業医◆
既に資格を有している者（保健体育教諭、養護教諭等／産業医資格を持つ学校医）を活用す
ることにより、速やかな体制の整備が可能※９

※９　このことは、衛生管理者等を特定の職種の職員に限定するものではありません。

◆衛生委員会◆
必要な委員を確保した上で、学校保健委員会等の既存の委員会と併用することにより、比較
的簡単に体制の整備が可能

・医師等による労働者の心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェッ
ク）を年に１度実施することが学校の設置者に義務付けられている。※７

・ストレスチェックの結果、高ストレスであり医師による面接指導が必要と判断された
労働者から申出があった場合には、学校の設置者は、医師による面接指導を実施しな
ければならない。
・その結果、学校の設置者は医師の意見を聴いた上で、必要な場合には、作業の転換、
労働時間の短縮等適切な就業上の措置を講じなければならない。
・学校の設置者は、検査を行った医師等に、ストレスチェック結果を一定規模の集団ご
とに集計・分析させ、必要に応じて、適切な措置を講じる。※８

※７ 教職員数50人未満の学校においては当分の間努力義務とされているが、学校の規模に関わらず全ての
学校において適切に実施されることが望ましい。

※８ ストレスチェックの集団ごとの集計・分析及びその結果を踏まえた必要な措置は努力義務であるが、職
場環境におけるストレスの有無及びその原因を把握し、必要に応じて職場環境の改善を行うことの重要
性に留意し、できるだけ実施することが望ましい。

労働安全衛生管理の推進のためには体制整備後の実践も重要
職場全体で協力し、適切な労働環境の確保を！

体制整備が進まない主な要因 改善方策の例

関係法令等の認識不足 現場の意識改革

有資格者の不在 既存の人材・組織の有効活用

財政的な事情 教育委員会や管理職のリーダーシップ

学校における労働安全衛生管理体制の改善方策2
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衛生管理者の選任率 産業医の選任率

衛生委員会の設置率 衛生推進者の選任率

面接指導体制の整備状況（50人以上） 面接指導体制の整備状況（50人未満）※10

ストレスチェックの実施状況（50人以上） ストレスチェックの実施状況（50人未満）※11
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※10  週40時間を超える労働が月80時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる場合に、教職員の申出を受け
て行う面接指導の実施は、学校の規模に関わらず義務付けられている。

※11  教職員数50人未満の学校においては当分の間努力義務とされているが、学校の規模に関わらず全ての学校
において適切に実施されることが望ましい。

※ 平成29年５月１日現在（文部科学省調べ）
※ 選任率・設置率：選任・設置を要する事業場のうち実際に選任・設置している事業場の割合

特に小学校・中学校における整備率が低い水準
市町村教育委員会をはじめとして早急な対応が必要！

公立学校における労働安全衛生管理体制等の整備状況3

- 377 -



学校における労働安全衛生管理体制 
の整備のために

～教職員が教育活動に専念できる適切な職場に向けて～

住所　 〒100-8959　東京都千代田区霞が関3-2-2 
電話   03-5253-4111（内線 4950）

（連絡先） 文部科学省 初等中等教育局健康教育・食育課
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無料

地方公共団体等の管理職員、人事・職員厚生担当者、衛生管理者等の
メンタルヘルス対策担当職員向けに、相談窓口を設置しています。
個々の職員への対応方法から、職場の体制づくりまで、
メンタルヘルス対策に関する相談を幅広く受け付けています。
相談には、臨床心理士等の相談員が電話やWeb、メールでアドバイス等を行います。
費用はかかりませんので、お困りの際には、一度ご相談ください。　

地方公務員災害補償基金
一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会

地方公共団体等の管理職員、人事・職員厚生担当者、衛生管理者等の
メンタルヘルス対策担当職員向けに、相談窓口を設置しています。
個々の職員への対応方法から 職場の体制づくりまで

メンタルヘルス対策の
相談窓口をご活用ください

全日24時間

menherusodan@jalsha.or.jp03-5213-4310

10：00～16：00
（12:00～13:00を除く）

メール相談電話・Web相談

原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります

専用アドレス専用ダイヤル

原則、週2日【月・木】

ストレスチェックの
結果を活用した

職場環境改善に
取り組みたいの
ですが・・・

療養休暇を
とっていた職員が

職場復帰するのですが
注意すべき点などは
ありますか？

休みがちで、
元気がない

職員がいるのですが、

うつ病に
ならないか心配です。
どうしたら？

職場でトラブルを
起こしがちな職員がいて

困っています。
どう対応したら
よいのでしょう？

地方公務員地方公務員

03-5213-4310

10：00～16：00
（12:00～13:00を除く）

電話・Web相談

専用ダイヤル

原則、週2日【月・木】

員災害補償基金害補償基金員災害員員災害員災害

全日24時間

menherusodan@jalsha.or.jp

メール相談

原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります

専用アドレス

詳細は、裏面にてご確認ください

はかかりませんので、お困りのの際には

ス

職
相談例
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相談方法

●相談は、臨床心理士等のメンタルヘルス相談員がご対応させていただきます。
　メールによる相談は、原則、電話又はメール返信により、電話相談受付日に回答させていただきます。

●相談内容とお答えした内容については、個人情報や個人・団体の特定に繋がるような情報を削除し、改編した上で、
事例等として当協会ホームページで公開させていただく場合があります。

注意事項

全日24時間
※原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります

メール相談

電話・Web相談

menherusodan@jalsha.or.jp専用アドレス

03-5213-4310専用ダイヤル

相談受付日は、当協会ホームページにてご確認ください。
ホームページURL　  https://www.jalsha.or.jp/

相談内容を踏まえ、必要性が高い場合には、相談員を現地に派遣します。

協会HP

10：00～16：00
   （12:00～13:00を除く）

原則、週2日【月・木】

※祝日や年末年始の前後等は、変更があります
受付日及び時間

受付日及び時間

地方公共団体等の
● 管理職員
● 人事・職員厚生担当者
● 衛生管理者等のメンタルヘルス対策担当職員
※メンタルヘルス不調者本人等は、対象としていません。

● メンタルヘルス不調者に対する対応方法
● ストレスチェックの実施方法
● メンタルヘルス対策全般
● ハラスメント事案への対応方法

対象者
ご利用者

相談内容
こんな相談ができます

メンタルヘルス対策の相談窓口

全日24時間
※原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります

メール相談

電話・Web相談

menherusodan@jalsha.or.jp専用アドレス

03-5213-4310専用ダイヤル

相談受付日は、当協会ホームページにてご確認ください。
ホームページURL　  https://www.jalsha.or.jp/

相談内容を踏まえ、必要性が高い場合には、相談員を現地に派遣します。

協会HP

10：00～16：00
   （12:00～13:00を除く）

原則、週2日【月・木】

※祝日や年末年始の前後等は、変更があります
受付日及び時間

受付日及び時間
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をご活用ください！！

公務災害防止対策
アドバイザー派遣事業

公務災害防止に関する専門家（アドバイザー）を、
下記対象事業場を有する地方公共団体（都道府県・
市区町村・一部事務組合）に派遣して、専門的な見地
からアドバイスを行います。

一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会

対象事業場

※地方公務員災害補償法が適用される職員が在籍している
事業場に限ります。

❶過去に死亡災害等、重大な
公務災害が発生した事業場

❷近年連続して公務災害が
発生している事業場 等

地方公共団体の事業場で
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費　　用

事業内容

地方公共団体の
負担はありません！
※アドバイザーの派遣費用（謝金、旅費交通費）は当協会が負担
します。ただし、謝金の額等は当協会の基準によります。協会の
基準額を超える場合は各団体のご負担となりますので、ご留意
ください。

・アドバイザー及び実施形式（講義、
グループワーク、質疑応答等）は
ご要望に応じます。

・アドバイザーが公務災害発
生の現場や状況を確認した
うえで、公務災害防止対策を
アドバイスします。

まずは、お気軽にお問合せください。

一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会  調査研究課
ＴＥＬ 03-3230-2021
E-mail choken@jalsha.or.jp

ＦＡＸ 03-3230-2266

ホームページ

詳しくはホームページをご確認ください。
要請書類等もダウンロードできます。

地方公務員安全衛生推進協会 「職場環境改善」
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一般財団法人　地方公務員安全衛生推進協会

お 気 軽 に ご 相 談 く だ さ い

を ご 活 用 く だ さ い

1
地方公共団体の職場であれば業種は問いません。

広範囲な対象事業

2
施設や作業方法など、希望に合わせて診断を行います。

オーダーメイドの診断

3
診断料や旅費などの経費は一切かかりません。

費用負担はありません

職場環境改善アドバイザー
つの特徴3

▼ どうしたら
もっと安全に作業
できるだろう？

▼公務災害が
なかなか

減らないなぁ…

▼職場巡視って何に気をつけて
見たらいいの？

職場環境改善
アドバイザー

知識・経験豊富な職場環境改善アドバイザー
（安全管理士、衛生管理士、労働安全コンサ
ルタント、労働衛生コンサルタント等）があ
なたの職場にお伺いし、問題点を明らかにし
て改善に向けたアドバイスを
行います。
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まず はお 電 話を 03‒3230‒2021

つの 特 徴3職場環境改善アドバイザー

職場環境改善アドバイザーを派遣できる事業場の種類はさまざま。庁舎
の執務室はもちろん、清掃、給食、水道、下水道、保育所、病院、学校、
交通、消防、調査研究機関など、地方公共団体の職場であれば派遣可能
です。

1 広範囲な対象事業

「職場の安全を専門家の目でチェックしてほしい」「作業の流れを見ても
らえないか」「法律に適合しているか見てほしい」。どんな悩みでも、ま
ずはご相談ください。できる限りご要望に応じた診断を行います。

2 オーダーメイドの診断

診断料や旅費などの派遣に係る費用は当協会が一切負担します。ぜひ一
度ご利用ください。（応募団体多数の場合は、お受けできないことがあり
ます。）

3 費用負担はありません

職場環境改善アドバイザー派遣の流れ
お申し込み
当協会ホームページに掲載の申込書にご記入のうえ、お申し込みください。
URL：http://www.jalsha.or.jp/
応募団体多数の場合はお受けできないことがあります。ご了承ください。

1

電話による事前打合せ
内容、日程、事前提出書類について打合せを行います。

2

安全衛生診断
当日は、診断前打合せの後、診断を行います。診断後、指摘箇所の画像を見ながらアドバイザー
による講評を行います。

3

報告書を送付
診断結果を報告書にして地方公共団体へお送りします。
診断で指摘された内容について、改善報告等の必要はありません。

4
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